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平成 26 年 10 月 27 日 

各  位 

 

                   会社名  元 気 寿 司 株 式 会 社 

                   代表者名 代表取締役社長    法師人尚史 

                   （コード番号 ９８２８ 東証１部） 

                   問合せ先 専務取締役      須藤 恭成 

                        （ ＴＥＬ 028－632－5711 ） 

 

カッパ・クリエイトホールディングス株式会社との 

業務提携の解消に関するお知らせ 
 

当社は、平成 26 年 10 月 27 日開催の取締役会において、カッパ・クリエイトホールディング

ス株式会社（以下、「カッパＣＨＤ」）と平成 25 年 11 月 29 日に締結しました、経営統合を前提

とした業務提携契約（以下「本業務提携契約」）を解除することを決議いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

カッパＣＨＤは、同社が本日公表した「株式会社コロワイドの連結子会社である株式会社 SPC

カッパによる当社株式に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」及び「第三者割当に

よる新株式発行に関するお知らせ」に記載のとおり、本日開催の取締役会において、株式会社

コロワイド（以下「コロワイド」）の連結子会社である株式会社 SPC カッパ（以下「SPC カッパ」）

が発表したカッパＣＨＤ普通株式を対象とする公開買付け（以下「本公開買付け」）に賛同し、

同社に対し第三者割当の方法により新株式を発行すること（以下「本第三者割当増資」）につい

て決議しました。 

本公開買付けが成立し、かつ、本第三者割当増資がなされた後には、カッパＣＨＤは、コロ

ワイドの連結子会社となります。それに伴い、当社は、本日開催の取締役会において、カッパ

ＣＨＤとの間の本業務提携契約を合意解約することを決議いたしました。 

 

記 

 

１．業務提携解消の理由 

  当社は、カッパＣＨＤとの間で、本業務提携契約を締結し、両社が相互に経営ノウハウを

提供することにより国内外における回転寿司事業を協力して推進することを目指してまいり

ました。 

  しかしながら、上記のとおり、本公開買付けが成立し、かつ、本第三者割当増資がなされ

た後には、カッパＣＨＤは、コロワイドの連結子会社となるため、当社とカッパＣＨＤとの

間で協議を行った結果として、本公開買付けの成立及び本第三者割当増資の完了を条件とし

て、本業務提携契約を合意解約することといたしました。 
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２．業務提携解消の内容 

 当社は、カッパＣＨＤとの間で締結した、①店舗運営ノウハウの相互作用、②商品購入業

務の効率化、③物流業務の効率化、④店舗開発業務の効率化、⑤国内及び海外での事業に関

する共同展開を目的とする業務提携を解消いたします。 

 

３．提携解消の相手方の概要 

① 名称 カッパ・クリエイトホールディングス株式会社 

② 所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目 10 番 16 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役  藤尾 益雄 

④ 事業内容 回転寿司事業 

⑤ 資本金 9,551 百万円（平成 26 年 8 月 31 日現在） 

⑥ 設立年月日 昭和 56 年 11 月 21 日 

⑦ 

大株主及び持株比率 

（平成 26 年 8月 31 日現在）

 

株式会社神明ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ（28.30%） 

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口）（2.29%) 

株式会社極洋（1.71%) 

株式会社三井住友銀行（ｶｯﾊﾟ・ｸﾘｴｲﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ従業員持

株会信託口）（1.54%） 

ｶｯﾊﾟ・ｸﾘｴｲﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ従業員持株会（1.12%） 

資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（0.85%） 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口

再信託受託者 資産管理ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（0.65%）

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口５）（0.65%）

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口２）（0.65%）

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口１）（0.65%）

⑧ 上場会社と当該会社との関係 

 資本関係 該当事項はありません。 

 

人的関係 

当社の取締役である藤尾益雄氏、法師人尚史氏及び須藤恭

成氏、並びに当社の監査役である田中義昭氏は、カッパＣ

ＨＤの取締役を兼務しております。 

 取引関係 該当事項はありません。 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

⑨ 当該会社の最近３年間の[連結]経営成績及び[連結]財政状態 

 決算期 平成 24 年 2 月期 平成 25 年 2 月期 平成 26 年 2 月期

 純資産 24,287,259 千円 21,860,393 千円 16,643,306 千円

 総資産 59,366,351 千円 57,162,084 千円 49,651,598 千円

 １株当たり純資産 631.05 円 564.06 円 407.09 円

 売上高 92,627,573 千円 94,142,573 千円 93,366,736 千円

 営業利益 3,357,689 千円 741,596 千円 △1,861,920 千円

 経常利益又は経常損失（△） 3,137,298 千円 731,478 千円 △1,886,799 千円

 当期純利益又は当期純損失

（△） 
1,532,987 千円 △2,216,476 千円 △7,104,515 千円

 １株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
40.27 円 △58.00 円 △179.04 円

 １株当たり配当金 25.00 円 － － 
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４．業務提携契約の合意解約の日程 

 平成 26 年 10 月 27 日    取締役会決議 

  平成 26 年 10 月 27 日    本業務提携契約の解約合意書の締結 

平成 26 年 12 月４日     本業務提携契約の解約合意の効力発生（予定） 

（注）なお、本業務提携契約の合意解約は、本公開買付けの成立及び本第三者割当増資

の完了を条件としております。そのため、かかる条件が成就しなかった場合は、本

業務提携契約が継続することとなります。 

 

５．今後の見通し 

本業務提携の目的である店舗運営ノウハウの相互作用につきましては、経営統合に向けて、

両社で改善改革に取り組み、本業務提携契約の合意解約後も継続して利用・運用可能であり

ます。また、商品購入業務の効率化、物流業務の効率化、店舗開発業務の効率化、国内及び

海外での事業に関する共同展開に関しては協議及び実施検討の途上でしたので、本業務提携

契約の合意解約が平成 27 年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 26 年５月９日公表分）及び前期連結実績 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成27年３月期） 

百万円 

30,010  

百万円

1,280 

百万円

1,250 

百万円 

860  
前期連結実績 

（平成26年３月期） 
26,892  1,017 1,045 687  

 

 


